
探題3 小児保栂医療水準を維持・向上させるための環境馳備   

【住民自らの行動の指標】   

3－16 6か月までにBCG姥様を終了している者の割合   

策定時の現状値   ベースライン調査等   目標   第1回中間評価   調査   

平成17年度「健やか親子21  
（参考値）88．6％   

平成12年幼児根康度調査   95％   （参考値）92．3％  の推進のための情報システ   
（1読までに接種した者の割合）  （1歳までにほ挿した者の割合）  ム梢築と各種情報の利活用  

に関する研究」山偶然太朗班  

第2回申問評価   調査  

6か月までに揉欄した者の割合：   
96％  推進するための母子保恨柏  

（1遺までに按欄した者の割合：   
99％）   山翻然太相川   

データ分析   

6か月までに接碩を終了している者の割合は巨‖黙止成した。庫生労働省のデータでも、叩成17年から平成19年にかけて、BC  
結果  Gほ撒布勤の減少は組めない。   

祁1回刺l脚価滞‖こは、「子どものサ肪は柚巡閲」（日本医佃会、日本小児科医会、短生労働省主催、恨やか組子21推進協  
分析  議会紋様）等のキャンペーンや、小児利・席料等l州系団体による普及啓発に閲する取細が活発に行われて成架を上げたと考  

えられる。   

日掛捌こ辻成した。これらの肋紬が紳銑されることが鞘堂である。   
評価  

糾の脚封こ基づく調査データであるため、思い過し、等により不正沌な回答が含まれている可能性がある。今後は、庫生労㈲  

網漁・分析上の誹ざ月  省先丸のデータを使用することが望ヨこしい。   

州糸各相川体によるサ防搾榔こl則する相場的な啓発が必股である。よた、市町村により、未は朴古の肥肘やその講lこ対する  
目標比成のための沈静     佃別の掩挿M朋が必要である。忙しい組でも、予防ほ欄を受けやすくするり二仙方法のエ夫も1一旦である。   

は湖3 小児陳恨医糖水準を維持・向上させるための環境脾価   

【住民自らの行勅の精措】   

3－171歳6か月までに三極混合・麻しんの予防掩唖を終了している省の割合   

策定時の現状怖   ベースライン調市笥   目ほ   卸1回中間評価   誹け「   

平成17年捜「恨やか板子21  
三相混合 87．5％   

判炎12年幼児ぬ仙庇訓企   95％   三相混合 85．7％  の肱調のための㈹柑システ   
麻しん 70．4％  麻しん  85．4％   ム橘聖と各嶋珊瑚の利活用  

にl外する柑究」山舶然大川班  

祁2回中間評価   鯛漁  

ヰ成21く‖旦「恨やか規子21を  

三相混合92．7％  推進するためのl；1子保恨州  

麻しん 86．3％  紺の利活J剛こl則する研究」  

山翻然太相川   

データ分析   

平成17年と比較して、平成21年は三種混合はは欄1以上終了となり、麻疹についてもはわずかではあるが改善している。厚生  
結果  労働省のデータによると、平成19年の三種混合の実施率は90％を越えており（2期を除く）、麻疹の実施率は90％粥となってい  

鵠1回申聞評価前には、「子どもの予防姥碩週間」（日本医師会、日本小児科医会、厚生労働省主催、根やか親子21推進協  
分析  純金後捜）等のキャンペーンや、小児科・産洞笥l別系団体による普及啓発に関する取組が活発に行われて成果を上げたと考  

えられる。   

平成17年から三甲椛21年にかなり赴化してしまい、このままでは目標の速成は困難であると考えられる。   

評価  

親の妃億に基づく調査データであるため、思い過い等により不正確な回答が含まれている可能性がある。今後は、厚生労伽  

調杏・分析上の腺闘  省発表のデータを使用することが望ましい。   

引き続き、関係各椎田体による予防ほ様に関する捕棲的な啓発が必莫である。また、市町村により、未捜種番の把握やその  

目標達成のための課組     者に対する個別の捜碩勧奨が必斐である。忙しい視でも、予防接碩を受lナやすくする実施方法のエ夫も罪業である。なお、今   後は厚生労働省の発表したデータに基づいて評価すべきである。   
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課題3  小児保他医療水準を維持・向上させるための環境社傭   

【行政・関係機関等の取組の指標】   

3－柑 初期、二次、三次の小児救急医め体制が整備されている都道府県の割合   

策定時の現状値   ベースライン調査等   目標   第1回中間評価   調査   

初期 70．2％   平成13年度「二次医療圏毎の小児   初期 政令市88．0％ 市町村46．1％  平成17年自治体調査（母子   
ニ次12、8％   救急医療体制の現状等の評価に闇  100％  二次  54．7％（221／404地区）  保健課）および医政局指説課   
三次100％   する研究」田中哲郎班  三次  100％  調べ（小児救急体制整備）  

第2回申悶ほ平価   調査  

初期54．2％  
（政令市91．8％市町村52．4％）  

二次10肌（都道府県単位の回答）  保健課）および医政局指導課  調べ   
三次  100％   

データ分析   

ベースライン鯛査は都道府県単位の数値であるのに対し、第1回中間評価は市町村、二次医療圏、都道府県単位の数値、ま  

結果  た第2回申間組価で二次については都道府県単位の回答となっており、一律に比校はできないbしかし、平成21年調査によれ  
ば、政令市等を除いた市町村における初期救急体制整備があまり進んでいない。   

近年、小児救急医軌体桐は全体としては改善仙向にあると考えられる。ただし、址近仰を見ても、曹備されていなし、地域が残  
分析  されている。   

目標lこ向けて改属しているが、市町村については目ほ辻成には通い。   

評仙  

仮に小児救急医療拠点数などの実態が不変であっても、市町村合併によって初期小児枚急医軌体1．11が整備されている市町  

調布・分析上の課甜  村＃】】合は州加すると考えられる。また、ニ次払抽同の再録による影憎も▼モえられる。   

引き続き、初期および二次の小児救急医政体！川の貯傭に向けての努力が必要である。   

計漂ほ成のための課J／I  

ぱ週3 小リil保根拠醸水井を維持・向上させるためのl買1晶繁傭   

【行政・闇係他削二乍の扱用の精㍑】   

3－19 草地防止封籠を尖撤している市町村の胡舎   

策片側の現状挿   ベースライン調帝1   目IT   抑1回申l肌tIl曲   調布   

平成13年度「子どもの¶敵情止と市  
3～4か月児埴土診政令市71，8％  

3～4か月此根診 32．6％   即村への¶勅封丁支I引こド．tける研  10い仏．．  
市則村48．仇  平成17年自治体調帝（り   

1鼠6か月り上側上；．を 28、6？′○  究」田中竹抑制  1漣6か月此恨亮：政令市58．3％  
市町村40．7％   

卸2回申l批・I・他   調帝  

3～4か月児恨診46．7％  
（政令市67．6％市町村45．7％）  

1遺6か月児恨診41．7％  
（政令市53．7％市町村41．1％）   

データ分析   

結果   3～4か月児仏土診崎、1歳6か月児恨診鴫ともに、平成13年と比便して平成17年は向上したが、平成21年は低下した。   

第1回申l附平価頃の時点では、子どもの事故防止対笈にl期する市町村のl外心が高く、榊垂的な取り紬みが行われていた。し  
かしながら、その後の近年は、市町村のl判心が低下していることが考えられる。市町村の撤り細みを行っても、はっきりした草  

分析  故の減少等が見られないという研究結果も報告され、そのようなものによる髭留も考えられる。最終的な串故の減少だけでは  
なく、子どもの安全に向けての槻の行動や意誠の変化など、より敏悠な指標による研究も望まれる。   

評価   激化他向となっており、この烹までは目標の辻成は射軋であると考えられる。   

一下故防止封雅を実施してし＼るか、ある愚昧て回答者の主偶に膵った形で、各市町村への自紀式調節で把催した数字であるた  

調節■分析上の課凱  め、そのことを考慮して結果を解釈する必殺がある。   

日l票速成のための誹甜   各市町村に対して、不敗防止対笈の亜豊性を内皮普及するとともに、芙肘こ当たっての技術的支腿を充実させる必基があ  
Z．   
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誹励3 小児保恨医療水準を維持・向上させるための環境激情   

【行政・関係機関等の取組の指標】   

3－20 小児人口に対する小児科医・新生児科医師・児童棉神村医師の割合   

策定時の現状値   ベースライン調査等   目標   第1回申闇評価   調査   

小児科医：平成12年医師・歯科医  
小児科医師散：止弘塩（平  

（小児人口10万対）  師・薬剤師調査」  
（小児人口10万対）  成16年医師・歯科医師・薬剤  

小児科医77．1  新生児科医師：平成13年度「周度期   
小児科医83．5  帥調査）  

医療水準の評価と向上のための環  
新生児科医帥数：」」旦旦且   

（参考値）  境整備に関する研究」中村警別児  
（参考値：右の条件で計算した場   

合）   母子保棍課調べ）   
増加傾向へ  新生児科医6．4  日本児童青年精神医学会誌   

児童精神医学分野に取り組んでい  保触対策の強化及び偲康教育の推  定の児童精神科医数：106名   

る   進に関する研究」諸岡啓一班（＊日  
児童精神医学分野に取り組んでい   

小児科医もしくは精神科医 5．7  本児童青年精神医学会加入者数で  る   会加入人数・Z』迫盈  

計算）  
小児科医もしくは精神科医13．6  平成16年小児人口（0～14  

級）：17．582．000人  

第2回中間評価   調査  

小児‖医師数：15．236名（平  
成20年医帥・歯科医師・策刑  

（小児人口10万対）  帥二月宜）  

小児科一翼89．53  漸生児掴際帥数：964名  
（NICU削よ腹師敷、平成20年  

（夢考値：右の条件で計ち？した唱  

舎）  日本児鎧｛年精神医学会認  

新生児科医5．7  
琵のり己童精神科医独：153名  

（平成21年4月1日現在）、学  
児追捕神l矢苧分野に取り組んでい   

る  仙川07名（平成21年7月現  
小児科医もしくは撒神科医10．6  

iti成20年小児人口（0～川  
臆）：17．018．000人   

データ分析   

結集   
小児人口10万対の小児科佐敷は前ズに州加しているが、新生児科医、児睾抑神医学分野に取り紬むl久師故は減少してい  
る。   

小児人口当たりの小児科医勤の総数は椚カロしているが、病院での過酷な軌跡こ池野して川l果する小児科医も多いと考えら  
分析  れ、病院勤務の小児科医の推移も検討する必丑がある。また、卒業後数年以内の若い年齢層での小児科医故の粗描につい  

ても検討する必盟がある。   

評価   小児人口当たりの小児科医放は増加しているが、小児科医打保の課謝Iままだまだ大きいと考えられる。   

小児桐l矢数については、認定時と血近仰と全く榊－の諷介方法であり、正椰な統計であると考えられる。一方で、新生！朋斗に  
動機する医師および児軍相神l矢苧分野に撤り組んでいる小児ホ＝憂もしくは挿神目陰については、その定菰および鯛帝方法を  

調査・分析上の課ざ／I  年次によって一定にすることが嗣粗であるという問諏点がある。末た、小児人口が減少しているため、小児科医の⊥故の糊加  
以上に、指標が徳光しているように見える性質もある。また、挺療の祷lま必ずしも評価されないため、敬のみでなく合わせて地  
1動こおける小児剛療の混机方法についても考慮する必盤がある。   

小冊斗、新生児桐、児葦捕神明を芯望する鋸小が増えるような包捕的な封騒が必坐である。鴨下ら（医学のあゆみ2003；  
206（9）：723－26．）は、「小児科声H斗右手l柚Ilの柵保・持戒lこ闇する研究」として、女性医師が働きやすい環境豊価笥がむ丑で  

目標辻成のための㌶l馴        あるとしている。児葦相神医学に倒しては、字訓赦nや卒前・卒後村＝酎こおいて知誠や綻頓を得る機会が乏しく、その段酌な  
いし後掴研修の段階において知誠や経兢を得られる体制作りも準要である。   
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課題3 小児保恨医醸水隼を維持・向上させるための環境丑備   

【行政・関係機関等の取組の指ヰ票】   

3－21院内学級・避戯室を持つ小児病械の割合   

策定時の現状値   ベースライン調査等   目標   第1回中間評価   調査   

院内学級 30．1％   平成13年度（社）日本病院会調べ   100％   院内学級 26．1％   平成17年自治体調査（母   
遊戯室 68．6％   （回答数：444病院）  遊戯室 37．0％   子保根課）  

第2回中間評価   調査  

院内学級31．0％（312／1005）  
遊戯室41．2％（380／922）   

データ分析   

平成17年と比校して、平成21年は割合が増加しているが、小児病棟を持つ病院数が減っている影響も大きく、院内学級及び  

結集  遊戯室の実数の増加はわずかである。   

数値上は低下しているが、ベースライン調査と直近値の洞査は鯛盃方法が異なり、統計用度を考慮すると単純な比便ができ  
分析  ず、実際に低下しているのか不明である。   

目標lこ向けてⅧ善しておらず、辻成は粗しい。   

評価  

特にベースライン綱介lこおいては、比便的小児距預愕冊．にl外心のある医預朋掴＝こ偏って回答している可酔性もあり、今綾、よ  

調香・分析上の課題  り正櫛な調骨をり二休し、鐘紡的に実態を把糾する必班がある。   

目lで達成に向けて大帖に改虻させるためには、財政的な装付けや、教育・抽ハ撒削を含むl州未収削への働きかけが必骨で  

日漂達成のためのごギぎ／I     あろう。   

ぱ細3 小児保恨医醸水井を経書葦・向上させるための環J蓑押傭   

【行政・削係梱l耶写の取用の榊で】   

3－22 慢性疾揖児てウの在宅l貧醸の文様仏制が肝イ商されている市町村の割合   

：仁た叫の現状仰   ベースライン剖介1   目標   卸1国中聞こ・I・他   調帝   

平成13叶度「軌Ⅷにおける勤しいへ  14．1％  

16．7％  ルスコンサルティングシステムの用  100う乙  
（政令市40．OLn  平成17年自治体調帝（母  

禁にl‖する研ス：」山根然大仙けl  市町村13．7％）  子仰帖．1！）  

制2回申l服■l・他   調帝  

17．3％（309／1789）  
（政令市32．9％（28／85）  

市町村16．5％（之81／1了04））   子保根誹）   

データ分析   

平成21年は、守成17年と比便すると政令市では減少し、一触市町村では増加し、合計すると若干の増加である。平成13叶と  

相異  比便するとほぼ同じである。   

i哀齢う引州系の半某を始め、市町村の保世上事某が年々相加する中で、慢性疾患児等の在宅医療の支胤こ市町村が十分に酬  

分析  与できていない例が多いと考えられる。一方で、市町村合併の急速な進展により、市町村粗相の拡大傾向があるため、従来  
より、高度、専門的な卒業を行いやすい環境になってきている。   

若干の改善傾向にはあるが、まだまだ低い数値となっており、目標の辻成は組しい。   

評価  

！ミ体的には、どのような体制が狸っていれば慢性疾瓜児等の在宅医療を支怪する体制が静伸されている」と言えるのかにつ  

調介・分析上の惑闇  いて、不明柑である。市町村の回答者によって様々な考え方があることが回答に影響していると思われる。   

慢性疾患児笥の在宅医酸の支怯体制については、都道瞬欄保配所に捕穣的に市町村を支描をしてもらう必生があると考え  
目標速成のための課甜  られる。   
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膵励4 子どもの心の安らかな先述の促進と蕎児不安の軽減   

【保恨医療水準の指標】   

4－1虐待による死亡数   

策定時の現状僅   ベースライン調査等   目標   第1回中間評価   調査  

44人  
51人  

児童膚待死亡事件における被育児立教   平成12年警零庁調べ   減少傾向へ     児童虐待死亡事件における被害児  
重数   

第2回中間評価   調査  

45人  

児童虐待死亡事件における被害児  
童数   

データ分析   

結果   平成12年44人、平成16年51人、平成20年45人とほぼ横ばいで推移している。   

平成16年の児童虐待の防止に関する法律の改正で、枇聞連携や文様の継続性・連続性が腫調され、その基盤整備として要  

分析  保青嵐児童対策地域協昌先金の設置が法に位＆づけられる等、虐待死の防止に向けた体制狸怖が図られつつあるが、厚生労働  
省の検討における、児童虐待によって子どもが死亡した件数は、おおむね年間50件程度で推移していることを踏まえると、減  

評価   ／山ト7‘いき、♪け竜妄かL＼出目中7与ゑZ、    目標に向けて改重していない。   
指標は、虐待による死亡放であるが、社会保将器は会児韮那会のもとに設置された「児童J田寺等要保護事例の検証に悦lする  

調査・分析上の課題  専門委良会」において行われている、死亡事例の1三体的な分析等によって得られる混ざ由笥についても、引き続き評価していく  
必姜がある。   

子ども戊持の発生予防や韮症化予防対簸等が大きな課舶であり、以下に例示する対策の前案な実施が必盤である。  
・鮭支慄寂抜の・甲勅発見と恭啓支附こよる子ども賠枯の発生予防  
・子ども虐待に関わる機傭＝こおける、職nの＊門性の向上、スーパービジョン体制の強化  
・子どもJた締▲不例への組織的対応、馴係機l封も含めた危機管理．縁維の柵成  

目標辻成のための課ぎ月              ・射呆；．1児葦対策地域協摘会の有機的活用  
・保i嵐解除時の判断基甘や条件提示  
・子どもケア、糾ケア、組数れプログラムの卿備（再発防止策）とこれをりご帆する社会頂源の鰹備  
碁考：児童J声待による死亡草例の検証精巣′引こついて（「児生瀬持1班保．一筆．下側の検証に閲する専門委員会」第5次報告平  
成21年7月）   

陳遊4 子どもの心の安らかな発達の促進と市児不安の増減   

【保船医娘水準の指標】   

4－2法に基づき児童相紋所・に報告があった被虐待児数   

策定鴫の現状仰   ベースライン調査Ⅵ  目げ   抑1回申l鋸平価   調帝   

17．725件   平成12年庄社会縮祉行政叉務報告  1I帥Ilを経て減少へ   33．408件   平成16年度社会稿祉行政   
児璧相談所での相拾処灘明牒  兄草相識潮での紬．胤虹理性放  叉機軸缶  

肌2回申榊評価   調介  

40．639件  平成19年旺社会如祉行政  
児葦相撒所での相談対応件数   兼務報告   

デ⊥タ分析   

平成19年皮は、第1回目中l！服平価16年度の33．408件を大幅に上回る40．639件となった。相減処呼件数は、児許熊待の防止等  

結果  に旧する法律の施行前の平成11年度（11．631件）と比べると、約3．5倍を超える増加である。   

平成12年の児童庚絹の防止等に関する法律施行後の国民の理解や闇lむの高まり、通告先として児童相鰻所に加え市町村  

分析  の窓口が加わったことなど、通告を促進する斐因も急激な増加の背景には経められる。しかし、注目すべきは、この増加分が  
新規の受理件数であるという点にある。柘年度の新規受J劉牛数が依然増力ルていることは、支捷を必斐とする児童の総数の  

］胎肋l明蜘傭1な1的ナれ書．音n主すふ   
錘価   累積数の膨大さや増加と比械して、対応側の人的資源の相加や貿の碓保が充足されているとはいえない。対応に機関連挑  

は不可欠であるが、有効な過払のためには、福祉、保聴、医療、教習・保育、司法をはじめ、すべての閻過分野での人的資源  
♯房州一弘地お、き、▲   

調査・分析上の誹諏   増加を経て減少という目標の速成には、今後も、単なる相談処剰牛数の評価ではなく、法改正や他の蕎児不安に間通する指   標や子市て支援の指標などの結果とあわせて評価をする必坐がある。   
膚時の減少には、社会全体の意推の醸成や発生予防から自立支捜に至る横様的支抜染の展l椚が不可欠であり、そのため  

目標達成のための課題     の斐保護児童対策地域協沌会の効果的活用が期待されているが、効果的実施に向けては、人員不足の解消と関係する専門  
職の技術向上が課湖である。   
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課鋤4 子どもの心の安らかな発達の促進と苗児不安の軽減   

【保健医療水準の指標】   

4－3 子甫てに自信が持てない母級の割合   

策定時の現状値   ベースライン調査等   目標   第1回中間評価   調査   

27．4％   平成12年幼児健康度調査   減少傾向へ   （3、4か月児、1歳6か月児、3歳児イ旺   診時）  
19％25．6％29．9％   ム膵簗と各種情報の利活用  

に関する研究」山頗然太朗班  

第2国中間評価   調査  

（3、4か月児、1歳6か月児、3歳児棍  

診時）  を推進するための母子保健  
17．6％24．9％26．0％   情報の利活ノ捌こ関する研究」  

山脇然太朗Ⅲ   

データ分析   

第1回目中間的価との比ほでは、3、4か月児健診時点では19％から17戯、1臆6か月では25．6％から25％、3放では29朋から  

結果  25，9㌔となった。どの時点でも、子育てに自信が持てない人の用度はやや減少の傾向を認めた。また、2回の評価とも、3、4か  
月児根診蘭点に比べ、1認6か月児、3誌児恨診と子どもの年齢にしたがって上昇を認めた。   

父紬のれ児参加等の実態や行政における育児支接サービスの㌍の変換（健診での倒わりなど）の効果が低年齢中心にみら  
分析  れていることなどとl野係しているようにうかがえる。施策の方向性と合わせて分析評価していくことが必要だが、次世代育成支  

腿対策推粛l法や「子どもヰnて応はプラン」に基づく”文相が、今後より軋むことで更に目げの減少が進むことが期待される。   

目漂に向けて破喜しているが、幼児につしヽての配庵も見逃せない。   
評価  

子どもの年附こよって、割合に羞があることから注息が必粟。特に、策定時の現状仰は6ムlまでの平均で災計している。   
Jエけぃ分析上の課題  

社会への子育てに馴する啓発などを含めて、次世代rl成支瞳計画のリノ行のモニタリングと合わせて評価していく。   
計㌍ほ成のための訂I！ご／一  

媒罰4 子どもの心の安らかな発注の促討lと片肘不安の軽減   

【探偵l『才か水ヰの糾誉】   

4－4 子どもを庚綿していると県う鍼の割合   

策定鴫の現状仰   ベースライン調骨1   目漂   制1回申l榔評旭   調巾   

1とi．1％   ■＝成12年幼州仙．k度」紆r   減少仰向へ   診崎）   
（3、4か月肘、1ん16か月兄、3丑り川！  

ム偶敗と各月Hか柑の拙川」  
4．3％11．5％17．7％   

第2回申11服・l・他   調布  

（3、4か月児、1ム16か月児、3歳児根   診崎）   
3．7％9．5％14．1％   欄㈹の利活用に馴する研究」  

山貼然大冊リl   

デ【タ分析   

認定鴫（～1歳12．4％、1丑6ケ月13．9％、3歳22．1％、6誠までの咋均18．1％）、第1回申l冒！云妄I・価時との比ほでは、煙硝している  

結果  と悠じている割合は、減少傾向にある。   

子甫てにやさしい社会の創生に向けた行政や民けjl等のさまざまな取柑lこより、児還倍特にl対する加減や理解が深まり、冷帥  

分析  な判断環境になりつつあると思われる。さらに、孤立削消や周囲のサポートが増えている現状も影響している。   

目標に向けて改善している。今後も引き続き、減少に向けた対談の強化が必鎧である。   
昌一I■価  

両親の恭啓牡鹿は、子どもの年齢や成長i即引こよる彩轡が大きいことから、直近仰のように年齢別の価を把握する必坐であ  
調査・分析上のば朗  る．。   

虐待と叱ることの通いなどを含めた舌児支はに倒する硝報を発信し、両親の不安の推減をはかるための方法や庚待している  
目標辻成のための課加     と思っている親が1人で悩まずに相談できるような体qil怪強化していく必典がある。両統学級や子れて教室、地上動こおける子  

蒼て拠点などの活用も考えられる。   
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膵闇4 子どもの心の安らかな発達の促進と市児不安の軽減   

【保似医療水準の指標】   

4－5 ゆったりとした気分で子どもと過ごせる時間がある母親の割合   

策定時の現状侶   ベースライン調査等   目標   第1回中間評価   調査   

68．0％   平成12年幼児根康虔調査   増加傾向へ   （3、4か月児、1歳6か月児、3歳児健   診時）   
77．4％69．0％58．3％   ム用箋と各種付報の利活用  

に関する研究」山県然太朗班  

第2回中間評価   調査  

（3、4か月児、1歳6か月児、3歳児健  
診時）   を推進するための母子保健  

76．9％66．8％56．5％   情報の利活用に関する研究」  
山翻然太朗班   

データ分析   

策定時（1蔵 74・鍋、1歳6か月75．4％、3級63．4％6汲までの平均で68％）、ならびに第1回申闇絹平価との比便では、3，4か月、1  

結果  歳6か月、3歳の3時点とも、ゆったりとした気分で子どもとすごせる時間があると思う親は減少する傾向を認めている。3．4か  
月、1歳6か月、3歳の順に蜘度が減少する傾向は2回の中間評価と同じであった。   

ゆったりした気分で子どもと過ごせると嫉ずる母親の割合は、出生l晩位（裸2子で低い）、父親の持児参加（「よくやっている」で  
諭し、）、父が子どもと漁ぶか（「よく進んでいる」で諭し、）の問診項目と関連を旺め、父親の協力は大きな螢末である。第2子で  

分析  低いことや子の年齢による追いは、しだいに目が刺せなくなる日常の市児の負担鰭を反映している。また、付親の現在の就労  
とも倒連を認め、働く母親はゆったりした気分で子どもと過ごせると感じる割合は明らかに低かった。   

祁1回申l昭平価に比し、割合は減少の傾向にある。これは、課題4の他のl鎧l診鳩目から求めた指漂がおおむね改こ告の状況に  
評価  向かう中で、特等すべき点である。また、働く母親への支接の充実の必盤性を碓成することができたといえる。   

軌仰が減少した臓困として、子■r盲て世代の壬1困、格差の影常についてこの鯛奔からは分析できないが、他のデータをあわせ  
調査・分析上の課題  検討すべき課耕である。   

父親の「川己倍加しやすい膵漬盟傭や地域の子rlて支伐珠や保n輌二りを利用しやすい膵拾づくりがこれまで以上に必控であ  
目㍑辻成のための誹ぎJl     る。企又の支接汲も必豊である。   

課題4 子どもの心の安らかな発辻の促進とれ児不安の軽減   

【住民自らの行4Jlの指ほ】   

4－6 習児について相銀相手のいる用祝の割合   

策定時の現状仰   ベースライン調香等   目標   卸1回申岡津価   鯛介   

（3、4か月児、1歳6か月児、3遺児根  

99．2％   平成12年幼児恨陳庄納骨   柏加傾向へ  診鳴）   の札進のための用柑システ  
89．2％98．9％98．7％   ム橘某と各仲佃制の利清川 l－nlトオ㌧乙JⅧ■小】1111日1似ヰーnlll瓜  

第2回申聞涌価   調介  

（3、4か月児、1膿6か月児、3歳児根   
診鴫）   を推進するための相子性根  

97．3％94．4％93．9％  冊柑の利活用に1㌍ける研究」  

（桝定偶）   山鵬然太朗班   

データ分析   

第1回目中間評価と第2回目の比較では、3、4か月根診時で増加、1歳6か月児、3歳児で減少となった。   

結果  

第2回中間評価の精巣では、相談相手として「インターネット」を選択した比率が、3、4か月棍診時では14．8％であり、1歳6か月  

分析  児（7．肌）、3歳児（4．0％）より大きな比率を占めた。3、4か月根診時の相談相手の頻度の増加が、地域での子再て支怯の充英  
こつながっているのかどうかについて更なる検誠が必斐である。一方、1嵐6か月児、3歳児聴診時点において、相談相手がい  

7’l．＼「ト   

相談できると盟友恨する相手は減少の傾向が醒められる。子苗て貰屁の孤立は、倍持を始め、さまざま  

評価   な家庭機能の問屋別こつながる。母扱が安心して相組できる環境の提供には、さまざまな闇†系槻l判や地域住民などの協力も必  
典であり、その減少はたいへんに大きな課題である。   

調秀・分析上の課鮎   多くの子市て支桟策が実施される中において、甫児について相談相手のいる周組の割合の減少の原因鯛強が今後必貴であ る。   

薔児の不安などで気軽に相談できる相手の存在や母親にとって有効な相姐手段とは何かを分析し、その確保に向けて対策を  
目標達成のための課題     検討する必糞があるとともに、杏児不安などに悩む母親が気‡引こ相談できる環境づくりが必螢がある。   
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課題4子どもの心の安らかな発注の促進と市児不安の軽減   

【住民自らの行動の指漂】   

4－7 甫児に参加する父糾の割合   

策定時の現状値   ベースライン調査等   目標   第1回申闇評価   調査   

（3、4カヽ月児、1歳6か月児、3歳児偲  

よくやっている 37．4％   平成12年幼児恨康度調査   増加傾向へ  診時）   の推進のための情報システ   
時々やっている 45．4％  よくやっている50．3％45．4％39，8％  

時々やっている39．0％40．4％43．5％   

第2回中間評価   調査  

（3、4か月児、1歳6か月児、3歳児恨   
診時）  を耽進するための母子保恨  

よくやっている55．0％48．8％43．3％  
時々やっている34．6％36．6％38．4％   

データ分析   

1よくやっている」！時々やっている」を足すと、策定時、2回の中間紺佃でも8割を誹えていた。2回の中l榔膵憫とも、3．4か月児  

結果  根診、り16か月、3ムlの‖捌こ、「よくやっている」が減り、「時々やっている」が咽えてし＼る。策定時の現状仰、第1回目中間評価  
との比校では、3時点とも「よくやっている」が増加を濃め、「時々やっている」が減少していた。   

子どもの年齢が低いほどはくやっている」父親の割合が論いのは、年齢が低いほど†川己のn担が多く、父親の苗児参加が必  

分析  旦とされていることがうかがえる。．また、今回の持場で、「よく遊ぶ」が増え「ときどき胡ぶ」が減っていることは、父親の碁力山こ  
対する母親の評価が上がってし＼ると見ることもできる。今練も、「次世代「†J並立接封弘推鋸去」や「子ども・子育て応I岩ビジョ  
、ノlな一ドのlふⅧの判l卸邦 

評価   目標に向けて曲調に改汚している。   

㍍けぃ分析上の課釦   子rlて支I羞の配合的な占！I・価のひとつとして、引き続きモニターしていくことが叩ましい。   

放仰の上での増加傾向は認められているものの、その内むについてもより充プニしたものであることが叩まれる。また、地域に  
巨イ誉達成のための誹川     おける子「1て支肘トTへの父紺のぞ加・活動の促ポl、父祖白けの心の余裕や、「1児ど加しやすい澗川封温漬．の乙■㍑／鴫：どにも  

目を向ける必甘がある。   

ぼ岸点4 子どしの■bの安らかな発注の促五iと膏此不安の壇減   

【住民円らの行他のmだ】   

4－8 子どもと 捕に抽．ミこ父親の割合   

策定鵬の別状㈲   ベースライン調巾1   目標   抑1日中聞㌫●l■価   調■存   

（3、4か月児、1丑6か月兄、3ムlリ川上  

よく肌ふ 49，4％   平成12年幼Ij用！故l空．」机－r   相加相同へ  診崎）   の相川のた前の川棚システ   
綿々胤ふ 4‖働  よく胡ぶ61．2㌔5b．爪18．1％  

叫々胡ぶ33．仇37．6㌔42．1％   

第2凶中IF‖㌻l一他   調介  

（3、4か月児、1歳6か月児、3歳州さ上  診崎）  
を他il！するための†；1子保恨  

よく遊ぶ61．8％56．6％49．2％  
鴫々燕ぷ31．5％33．2％37．6㌔   

データ分析   

「よく諏ぶ」「時々遊ぶ」を合計すると、策定時も2回の中冊評価でも9割を超え、多くの父糾が作脚こ谷加している。2回の利ぎj】  

結果  計＝並の比ほでは、3．4か月児、1籠6か月児、3遺児根診すべてにおいて、「よく胡ぷ」が欄え、「鴫々諷ぶ」が減少した。   

子どもの年齢が低いほど「よくやっている」父粗の割合が㌫いのは、年齢が促し＼ほど督児の負担が多く、父親の手写児参加が必  

分析  発とされていることがうかがえる。また、今回の評価で、「よく避ぷ」が咽え「ときどき遊ぶ」が減っていることは、父粗の参加に  
対する母親の評価が上がっていると見ることもできる。今後も、「次世代省戌支一郎司籠経巡法」や「子ども・子商て応措プラン」  

石1！価   

腑針分析上の課週   子省て支I盟のlだ合的な洲曲のひとつとして、引き続きモニターしていくことが叩ましい。   

敵情の上では増加傾向を組めるが、その内容もより充其したものであることが望まれる。また、地域における子帯て支は半Ⅹ  
目ヰだ達成のための課甜     への父親の参加■活動の促讃し父娘自身の心の余裕や、n児谷加しやすい職場環境の諜定員などにも日を向ける必救がある。   
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今後更なる職場が必史である。  
出庫施設での支接があると母乳果然の割合が高率であることなどを踏まえ、出庫陥没での支接と退院後相子が生活する他  
城での文様が、lり乳に倒するトラブルを離消し母乳r川ほ継続するためには必要であることから、平成19年3月に「‡即L・謝ほし  
の文様ガイド」が乱定された。しかし、その認久Ilはまだ十分とは畠えず、〉lリ及20年度の訓介で有床肌阻附こおける招加度は  

評価  86．49もであった（・Iり孔20年庶子ども未来肘団児鼻闇辿サービス調布研究璃事業「妊娠・出祀の安全性と快適性柵保に快ける  
溝市側I究」吉永宗菰班長）。－！I軋れ児の割合を㈹加させることは、岬に架鵡としてのⅢ乳栄恭の割合を増加させるだけではな  
く、村飯と赤ちやんを一休として支接し、安心して子∩てする膵境を脾えることにもつながることから用乳欄児の継続には、出  
服地撼での文様と掴l院綾相子が生活する地域での支援が必丑であり、保根性敵機闇笥の史なる椒紬が必雌である。そのた  
めにも、支暖者として大きな役割を果たす保恨医加足，小者が「僅乳・制札の支膵ガイド」を十分戒派し、母子への文相を継続  
的にI甘供できる環境を貯える必強がある。   
閏乳乃児支捜の継続には、家族や地域社会の1瓜力が不可欠であり、子膏て文様の評価の一つとしても息昧ある指漂であると  
考えられることから、引さ続きモニタノングが必基である。平成12ぅーの乳幼り己身体発（川畑七平成17年庇の乳幼児紫苑鯛  

調介・分析上の課甜  
介は、調査法が適うため、粧抑こは比較できない。そのため、最終的には、平成22年に予定される乳幼児身体発省鯛偶の肺  

T■トトはオスl久地丸くお、メ、   

悶乳甫児の推進lこほルて、引き続き両親に対する啓発をキラうことも必丑であるが、それを支接する立場の保恨匹敵機馴、保  

目標辻成のための課舶  恨医蛾従事；引こ、「授乳・調乳の支援ガイド」を周知し、但乳れ児軋討I；のための努力叩碩などを伝えていく必救がある。   
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課通4 子どもの心の安らかな先達の促進と膏児不安の増減   

【行政・関係機関等の取細の指漂】   

4－10周産糊医療施設から退院したハイリスク児へのフォロー体制が柵立している探偵所の割合   

策定時の現状イ直   ベースライン調査等   目標   第1回中間評価   調査   

平成13年度「地域における新しいへ  
85、2％  ルスコンサルティングシステムの構   100％   98％   平成17年自治体調査（母   

（保健所の割合）   築に関する研究」  （保健所の割合）   子保触課）  

山顆然太朗班  
第2回申悶ほ平価   調査  

87．5％  平成21年自治体調査（母  
（保健所の割合）  子保姐課）   

データ分析   

策定時の現状値は保他所の割合を調査し85．2％、第1回申閤評価では98％であり増加していた。ところが、第2回中間評価で  

結果  
は、87．5％と減少を認めた。   

母子保恨事其の主体が市町村自治体に移行する中にあっても、低出生体重児への支楼や燻待予防の視点から県型保健所  
分析  のハイリスク児とその家族への支様はなお里盤である。そのニーズに反して、保根所の関与が減少していることは、課題とい  

える。   

第1回中間洲薗では「日掛こ向けて順曲こ改善しており、達成できる可能性がある。」とされたが、今回評価では逆にハイリス  

評価  ク児に対する保恨所概≠の衰退を示曝するものとなった。   

策定時の指標が「二次医療圏の割合」であったが、ズ際には保イ娃所甲位で訂封べていることから、保根所世位での評価とするこ  
調壷・分析上の課趨  とで、縮架が明確となった。   

フォロー体制が朋■立されない地域のJt柑］は不明であるが、人口と予†つに関川があることが考えられることと、線型保根所の母  
訃漂捜成のための課馳     子保佃＝1一に対する役調を丙柿成する必世があると思われる。   

課親4子どもの心の安らかな発i量．の促姐と一門己不安の軒減   

【行政・俣＝料他l耶雪の取相の拙け】   

4－11乳幼児の根触診釦こ晶足している竜の調合   

策舟崎の捌状㈲   ベースライン調布二写   目け   甘．1回申l批■事■仙   調巾   

平成17年塩「催やか組子21  

守成12年幼児佃上用度おiけr   抽川湘1向へ   
1J▲，写．6か月リJ32．4％  

30．5％  
の軋i††のための川棚システ  

3講此30．0％  ム橘丑と各丹用卵の刈活ノり  
に馴する研究」山椒然大理Ⅶ  

誹2回申lぎりこ●I■価   調介  

平成21年度「恨やか純子21  
1丑6か月児35．7％  を椎誹するための母子快眠  
3歳此 34．0％  憎渦の利活用にlガける研究」  

山賊供太用Ⅲ   

データ分析   

第1回日中問㍍価との比較で、1遇6か月児、3誌児聴診とも欄加の傾向が淀められる。   
結果  

満足度が相加している苦窯には、子省て支掛こ視点をおし＼た各自治体の恨診の取り組みが評価されている可能性がある。し  

分析  かし、持ち鴫Iillの短縮笥の改善すべき点もある。   

増加仰向にあり、目冊こ向けて改善している。しかし、認定時の現状怖が30％と低いレベルからのスタートであるにもかかわら  

評価  ず、今回も伸び率としては低い。   

調介・分析上の課即   恨診の区政機酬委託（特に乳児）が進んでおり、これを考慮に入れて分析することが必盤である。（受診率では、乳児根診、1   丑6か月児恨諺ともに医療他聞委託が約7ポイント低い）（新井山洋子、16年度地域保恨総合推進二手箕報告書）   

満足度が伸び悩む理由の鯛か分析とその解消のための取組が必要である。また、親にとって、隠【診は、「子省ての評価を受  
日ヰ禁止成のための諾鋤     ける機会」から、「子市てを応接してもらえ、エンパワメントされる機会」であるという急減の転換が必殺である。   
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課題4 子どもの心の安らかな発逸の促進と育児不安の軽減   

【行政・関係機関等の取組の指標】   

4－12育児支様に並点をおいた乳幼児地腹診盃を行っている自治体の割合   

策定時の現状値   ベースライン調査等   目模   第1回中間評価   調査   

平成13年廣「地域における新しいへ  89．3％  

64．4％  ルスコンサルティングシステムの構   100％  （政令市94％   
平成17年自治体調査（母  

築に関する研究」山聯然太朗班  市町村89．7％）   子保健課）  

第2回中間評価   調査  

91．8％  平成21年自治体調査（母  
（政令市92．9％、市町村91．8％）   子保他課）   

データ分析   

育児支援に重点をおいた乳幼児健診を行っている地方公共団体は、第1回評価時と比べ、市町村でやや増加し、政令市とと  

結果  もに9割を越えた。目標には及ばないものの増加している。   

社会保障琴流会児喜郎会l児星屑持の防止等にl灯する専門委員会」報告宇（平成15年6月）等多くの報告の中でも、乳幼児恨  
分析  診の中で、育児支様や児童虐待の早期発見機能の強化が目指されており、「疾病発見から子育て支捜へ」、「指摘から支憬  

へ」の従事者側の意誰の転換が順調に定荊してきていると思われる。乳児恨診を市児支様の視点で行ったことによる槻の満   RI婁・b苫旧スこ霹爪iさ撼右i甫は隻空席一声重かい州 番場＝r白イた損†かl．＼虫昭‖乱心わゾ♪仝コh寸ナ7－沌イ茶す九げ －庵・爪呑h皇州トH7－   
評価   目標に向かって順調に改善している。   

調査・分析上の況鋤   割合は他日射こ改薫しており、さらに育児支援の内容の把桝も検討することが望ましい。   

兄草虐待による死亡事例の状況からも、生後より・甲い段耶で乳児全数の状況を見極めることが必製であり、その効巣的拙会  
計漂沌成のための課ガI     として乳児根診が改めて見止されている。今後は、効果的な根診の受診率の向上や未受診把恥の方法、舟待の防止のため  

に探偵上と福祉の王l・挽笥を検討していく必要がある。   

朕週4 子どもの心の安らかな発達の促進と市児不安の増減   

【保根区側水井の指標】   

イト13 乳児根診未受診児など生後4か月までに全乳児の状況把拒に取り組んでいる市町村の割合   

策定時の現状仰   ベースライン調介等   目標   抑1回中間評価   調香   

87．5％   平成17年度塩生労働省（母子保健  
課笥）調べ   

100ヽ   （弘定時＝第1回中間津価鳴）  

第2回中間評価   調査  

93．6％   平成21年自治体調介（母  
子保根課）   

データ分析   

乳幼児期早糊からの状況の把梶は、庚待防止等のために重安である。今回は策定時に比べ6％の1t拍ロを詑めた。   

結果  

訃漂数値に向けて増加を醒めているが、なお乳児期早期に把握する取り組みが認められない自治体が残っている。なお、全  
分析  敵把握を目標とするあまりに、個々の対応が浅くなる懸念もあり、保根サービスの出と賀のバランスを考慮することも必粟であ  

る。   

早糊からの糞支I乳児竃、射呆護児正の先見には、医療拙作はの過払も有効であるが、まだ十分ではない。また、把握された  

評価  情報の有効活用には、福祉担当部局と保他担当部局の連敗も大きな誹朗である。   

訂租充・分析上の膿飽   目標数値に向けて相加しているが、全数を把握するという足的な評価のみでなく、家庭の持つそれぞれのニーズに応じた適   切な支接が行われているかどうかが韮翼であり、支揉内容を把握について検討することが望まれる。   

目標達成のための課題  医療機閻との辿携、福祉部門との連挑も含めた自治体の対応が求められる。   
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課朗4 子どもの心の安らかな発達の促進とn児不安の軽減   

【行政・関係団体等の取組の指標】   

4－14 愈育の取り組みを推進している地方公共団体の割合（1岬15再掲）   

策定時の現状値   ベースライン調査等   目標   第1回申闇評価   調査   

平成17年度厚生労伽省（母子保触 課等）調べ  それぞれ100％   
（策定時＝第1回中間評価時）  

食育における関係機関等のネット  
ワークづくりの推進に取り組む都道  第2回中間評価   調査  
府県の割合87，0％  
保育所、学校、住民組織等関係機  
闇の連携により取組を推進している  

食育における関係機関等のネット  

五虹主立三の割合85．9％  
ワークづくりの推進に取り組む都道  
府県の割合91．5％   

※政令市特別区市町村を含む数値  平成21年自治体調査（母   

へ変更（平成21年）  保育所、学校、住民細織等関係機  
関の連携により取組を推進している  
市町村の割合92．9㌔   

データ分析   

第1回申問絆価時（策定時）に比ほすると、第2回申l川津価時における怖は増加傾向にある。   

招集  

取り紬みの割合が9仇を超えようという状況になった。ここから巨＝霊位（10肌）までは、これまで以上の軋卸啓発と1ま体的な屁  

分析  l；i】支接が求められる。   

目lだに向かっているが、市町村における瓶り組みの拙走lがより一冊望まれる。   
評価  

今後も同様の手法でデータを把附していく必要がある。   
調査・分析上の課題  

平成17年からの甑∩忍本法の施行、ならびに平成20年からの保「油†某rl指針の改占丁、学習m憎粟Ⅶの改訂など、食脅と  
計けほ成のための㍊－．趨     いう〉笑えが昆流しつつあるところである。今後は、工仙調合のみならず、J．軋什朋を封放とした臓り掴みの内容、鴇、空洞をi挿じ  

た良∩の販り摘みとどのような削史l・が工夫されているのか二‘iが求められる。   

課題4 子どもの心の安らかな発注の促討lと円リ1！不安の増減   

【行政・間伐川体二ぢの服紬の拓げ】   

4－15 子どもの心の剰－【】的な診塘ができる匹帥がいる児童相通潮の調合   

；仁定叫の現状仰   ベースライン調帝笥   目げ   雄1lt日中l吊評仙   調帝   

29．7％   平成17年肛厘生労㈲ポ（り子保根  
ilしl㌔′1）一ぶiべ   

100†乙   （T音二叫＝千種18年曹）  

舐2l！！仲l紬評他   諷巾  

常勤医佃13．4％  平成21年自治体調企（母   
兼任り嘱託・非常勤用6フ．1％  子保偲び）   

データ分析   

誹1回申l榔評価時は、子どもの心の釧‖】的な診軌ができる陛仰がいる児童相政所は29．7ワ。で、訊2回中間洲薗では、常勤l匁  

絹果  帥は、13．4％であるものの、兼任・嘱託・非常勤笥のl矧恥がいる児子声相鮎斬は67．3？。であった。   

2同の中l批平価は洞爺方法が異なるため、哩純な敬価比便は困難だが、第2回申聞評価で、兼任・嘱託・非常勤等の医師が  
分析  いる児葦相克炎所が半数以上を遇えていることは、配置の必斐性が泣餓され、各自治休lこよる駆組が反映されていると考えら  

れる。   

直近伸において、常勤医師は、13．4？。に憎まっており、医療的な対応が充足しているとはいえないのではないかと考えられる。   

評価  

児芋相儲所で処遇されている子どもの医療的対応は、地域の医療資源が活用されている場合もある。そうした連敗状況の鯛  

調企・分析上のば湖  煮や子どもの心の問責捌こ対応する拠点病院設置数など別の指標も男鹿すべきである。   

児星相畠炎所に勤務を環聾する医師が少ないために、目標に向かって割合が増加しない可能性がある。児童相克炎所に医師を  
目ヰ票速成のための誹馳  配雄していない理由に加えて、児葦相適所に勤務する医師の業識内容、処遇を明らかにすることが連坐である。   
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課題4 子どもの心の安らかな発達の促進と育児不安の増減   

【行政・関係機関等の取組の指標】   

4－16 捕縄陣富児短掴治療施設数   

策定時の現状値   ベースライン調査等   目標   第1回申闇評価   調査   

17施設（15府県）   平成12年産児局家庭福祉課調べ   全都道府県   27施設   平成17年雇児局家庭福祉  
課調べ  

第2回申闇評価   調査  

31施設   平成19年雇児局家庭福祉  
課調べ   

データ分析   

施設勤は、平成11年、12年と横ばいの状態であったが、それ以降増えて、平成17年には、27施設に増加、平成19年には、31  
結果  施邑引こ着実に増加している。   

特に祇麿持児の心のケアの鳩として注目されており、児童相E炎  

分析   当祓施設は、心理的治療をきめ柳かく行う施設として、近年、   所の児童虐待相談件牡が伸びている現状を鑑みれば、今後もその脾備は肌むと思われる。   
目標に向けてl膵は机こ改善している。今後も緩やかに増力ロしていくと考えられるものの、目標達成は粗しい。なお、恨やか親子  

評価  21に木目漂を設定したことが、当紘施己廷の1削山こ影響を与えたのではないかと考えられる。   

地頭数の動向と剛引こ、入所・適所児骨勧や、入所・適所期間などによって、ケアを受けている児昔の鴇的な変イヒを把附する  
調査・分析上の課謝  ことが必毅である。ケアの内容や臆n数、槻撒等を把糾し、ケアの賃の検討についても、今後卦．慶する必裳がある。   

目標辻成のためのば謝  予37および人nの抑保、職nの専門職としての鴇の担保が必輩である。   

課組4 子どもの心の安らかな先達の促雛と／川己不安の軽減   

【行政・馴係拙馴こぢの取組の㍑漂】   

4－17 省児不安・J椚寺糾のグループの活動の支伐を実施している保配所の割合   

孤灯時の現状他   ベースライン調奔彗   目標   第1回中間評価   調介   

35．7％   100％   46．0％   平成17年郎台体調奔（母   

llり炎13年虔「地l如こおける新しいへ  
子探偵誹）  

ルスコンサルティングシステムの柵  
埜に快ける研究」  第2回申l琶ほ平価   鯛介  

山瞞然太朗川  
45．5％   平成21年自治仏調強（母   

子保根ば）   

データ分析   

第1回申l；批判曲では、習児不安や庚循親への地域倒源が不足している状況が綻瓢され始め、自治体での翫グループの活動  

結果  支怯は策定時と比較して増力ロしたが、今回は籠定時と比べて1I川lしているものの、机国師価哨と比べてやや減少に転じた。   

乳幼児聴診をはじめとした伺子保促活動が子市て支捜や虐待予防の視点に立って行われはじめ、グループの対象となる観  
分析  子と保健所の接点が増加していること笥によって間催のニーズはますます増加していると判断される。しかしながら、現実に実  

施率が増加していない原因には、予算上の措置や技術面等の沫適、母子保健活動の市町村と県との某務分担の不碓定さな   ′人く走領土 
：hき、   

目標数偵は横ばいであり、目標辻成は嗣粗。   

評価  

調査■分析上の課湖   保恨所について、予算上の措置や技術面等の課題の解決、母子保恨活動の市町村と県の党務分担の明碓イヒなどが求めら  
れる。   

目標速成のための課飽  グループ活動の支様に関する方法論の確立と保他所職員への研修の実施が必貴である。   
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課題4 子どもの心の安らかな発達の促進とれ児不安の控減   

【保恨医療水準の指標】   

4－18 牧子の心の問朗lこ対応できる技術を持った小児科医の故   

策定時の現状僅   ベースライン調査等   目漂   第1回中間評価   調査   

901名   平成13年（社）日本小児科医会調べ   増加傾向   1，163名   平成1了年（社）日本小児科  
医会調べ  

第2回中間評価   調査  

1．145名   平成21年（社）日本小児科  
医会調べ   

データ分析   

ベーースライン調査では、「子どもの心相通医」の認定を受けている小児科医の剋は901名であった。第1回申帽ほ平価では1．163  

結果  名と増加しているものの、第2回申聞評価では、1，145名と減少に車云じている。   

平成17年に日本小児科医会が実施したl子どもの心研修会」史話壱への研修終了後のアンケートでは、l今後、心の間組に  
何とか対応できそう」が45㌔、「対応は大変そう」が39％であった。（日本小児科医会維32ニ107－110，2006）。子どもの心相こ炎医数  

分析  が1削j‡ルていない血は的な原因とはいえないものの、子どもの心細油性の正之定を卦ナた後も、親子の心の間ぎ捌こ対応する上  
で困組を感じる小児科医が一定数存在する可能性が指摘できる。   

評価   目l㌣放何については描ばい状且で、目漂の辻成のための対策が必せである。   

本1封票は、今回の中間諦他より、日本小リ上村医会によ肌忍定される「子どもの心相識l矢」の認定lき，故により評価することとなっ  
調1●r・分析上の批評  た。今後は／ト児科医会が】射共する以外の、親子の心の肛紬こ対応する技抑こ馴する研修の受．．耗番数や子どもの診肘こ軋わ  

る捕神科l矢数についても、Iilヰだに加えることを検討する必葉があると二考えられる。   

日1誓注成のためには、東要．，札・省のニーズの分1jlを行い、日本小児†こIP一会1が闘粧する瑚忙の二j二鮎場所、回難、内む∵iを桂  
目1㌣は沌のための謙抑     討する必旦がある。京た、小り廿11ク。の†刺度ゼ加に向けた啓発方法二写を検討する必班がある。   
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